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政府の「中小企業におけるインダストリー4.0 などの IoT への取組み」の基本的方向性
については、中小企業による IT 投資の対象を内部管理業務の IT への置き換え、企業間連
携、製造プロセス、サービス提供方式の改善など経営力を強化する事業活動への拡大を促

























でなく、第 3 次産業革命のひとつの段階であるとしている。 
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3 中小企業における IT 利活用の現状と課題 
『2016 年版中小企業白書 未来を拓く稼ぐ力』によれば、中小企業が IT 投資を行わな
い理由を「IT を導入できる人材がいない」と回答した企業が最も多く、次いで「導入効果
が分からない、評価できない」、「コストが負担できない」の順であった。それは、中小企
業における IT 人材不足の実態を如実に示している。 
Ⅲ 中小企業と生産スケジューリング 
地場中小製造業の生産スケジューリングの現状について、2015 年 6 月にヒヤリング調
査を行った。対象の A 社は 1945 年創業、資本金 15 百万円、売上高 3,270 百万円（2016








 （注）1.複数回答のため、合計は必ずしも 100％にはならない。 
2.IT 投資を重要であると回答しているが現在 IT 投資をしていない企業を集計している。 
3.「その他」の項目は表示していない。 
出所）中小企業庁編(2016)『2016 年版中小企業白書 未来を拓く 稼ぐ力』日経印刷,137 頁 
  




































最後に、『企業 IT 動向調査報告書 2017』は、企業活動の中核情報の整合性、正確性、管
理、責任を確保するためのマスターデータ管理の導入状況について、売上高 100 億円未満














 出所）一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会(JUAS)編(2017)『企業 IT 動向調査報告
書 2017』日経 BP 社,19-20 頁 
  











また、中小企業が IT 投資を行わない理由とする「IT 人材不足」に対し、特別な IT スキ
ルを持たない一般の人材であっても、IT を利活用した生産スケジューリングを実現可能と
することが求められる。それは IT 人材の育成にもつながり、「現場 IT 力」の強化ともな
る。さらに、この「現場 IT 力」が中小企業にありがちな飛び込みの特急オーダーに対応し
て工程計画へ割り込ませたり、再スケジューリングしたり柔軟な現場対応力となる。そし
て、この強化された「現場 IT 力」はインダストリー4.0 が進展し工場が企業を越えて繋が
る段階において、生産スケジューリングを確かなものとすることが期待できる。それは、
IT 導入がうまく行く条件として、ユーザ参画の重要性は白書等においても示されている。 







































































最小値が H は+100、I が 0、J が▲158、A が 0、C が▲158、B が 0 である場合、最大値

















































































照係数」には規定値として「絶対条件」には 0、「必要条件」には 0.5、「十分条件」には 1.0
を初期設定する。さらに、そのときの心理的価値を表す「〇〇条件の変換係数」には「絶
対条件」、「必要条件」、「十分条件」ごとの条件満足時の規定値として「絶対条件」には▲
































b 生産計画に基づく投入間隔台数と心理的価値曲線の生成』に示す。総計画台数 30 台、
該当生産条件の生産台数が 4 台のときの理論投入間隔台数は 6 台（= (30÷4)の商-1）であ
る。そして、参照係数は十分条件が 1.0、必要条件が 0.5、絶対条件が 0.0 の規定値が設定
されているので、このときの投入間隔条件値は十分条件が 6 台、必要条件が 3 台、絶対条





















































































































 ※『Ⅴ.3.(3).② 生産条件に基づく意思決定時の候補の心理的価値の抽出』参照 （筆者作成） 
  









く候補の並び替え」の作業が繰り返される。この 3 つの段階に分けて、機能概要を示す。 





















条件 b の「電動サンルーフ」を持つ製品 I の出現率が最小であるため、これを今回候補の
第 1 優先として選択する。第 2 優先以降も同じように選択する。製品系列ⅱの「フィット」
側に対象がなくなったら、製品系列ⅰの「プリウス」側を同じように探索して出現率によ



































































































間隔が 1 台であるから十分条件の 1 台を満たしている。また、「b_電動サンルーフ」は先
行スケジュールが存在せず、十分条件の 14 台を満たしている。さらに、「b_電動サンルー
フ」に関連し該当する複合条件「X_サンルーフ」は先行スケジュール「a_チルト式サンル
ーフ」との投入間隔が 4 台であるから十分条件の 4 台を満たしている。しかし、同様の複
合条件「Y_サンルーフ｜4WD」は先行スケジュール「c_4WD」との投入間隔が 1 台であ
るから十分条件の 2 台は満たせないものの必要条件の 1 台は満たしている。この結果、1













隔が 1 台であるから十分条件の 1 台を満たしており、その心理的価値は+100 点である。 
候補 3 は、生産条件「2_フィット」の先行スケジュール「2_フィット」との投入間隔が
1 台であるから十分条件の 1 台を満たしている。しかし、生産条件「c_4WD」は先行スケ
ジュール「c_4WD」との投入間隔が 1 台であり必要条件の 3 台を満たせず、その心理的価
値は▲158点である。なお、複合条件「Y_サンルーフ｜4WD」は先行スケジュール「c_4WD」
との投入間隔が 1 台であり、必要条件の 1 台は満たしている。 
候補 4 は、生産条件「1_プリウス」の先行スケジュール「1_プリウス」との投入間隔が
0 台であるから、十分条件の 1 台は満たせないものの必要条件の 0 台は満たしており、心
理的価値は参照点の 0 点である。 
候補 5 は、生産条件「1_プリウス」の先行スケジュール「1_プリウス」との投入間隔が
0 台であるから、十分条件の 1 台は満たせないものの必要条件の 0 台は満たしている。ま
た、生産条件「a_チルト式サンルーフ」は先行スケジュール「a_チルト式サンルーフ」と
の投入間隔が 4 台であるから、十分条件の 6 台は満たせないものの必要条件の 3 台は満た
している。しかし、生産条件「c_4WD」は先行スケジュール「c_4WD」との投入間隔が 1
台であり必要条件の 3 台を満たせず、その心理的価値は▲158 点である。なお、複合条件
「X_サンルーフ」は先行スケジュール「a_チルト式サンルーフ」との投入間隔が 4 台であ
るから十分条件の 4 台を満たしている。同様に、複合条件「Y_サンルーフ｜4WD」は先行
スケジュール「c_4WD」との投入間隔が 1 台であり、必要条件の 1 台は満たしている。 
候補 6 は、生産条件「1_プリウス」の先行スケジュール「1_プリウス」との投入間隔が
0 台であるから、十分条件の 1 台は満たせないものの必要条件の 0 台は満たしている。ま
た、生産条件「a_チルト式サンルーフ」は先行スケジュールとの投入間隔が 4 台であるか
ら、十分条件の 6 台は満たせないものの必要条件の 3 台は満たしている。さらに、「a_チ
ルト式サンルーフ」に関連し該当する複合条件「X_サンルーフ」は先行スケジュール「a_
チルト式サンルーフ」との投入間隔が 4 台であるから十分条件の 4 台を満たしている。同
様に複合条件「Y_サンルーフ｜4WD」は先行スケジュール「c_4WD」との投入間隔が 1 台
であるから十分条件の 2 台は満たせないものの必要条件の 1 台は満たしている。この結果、











































を『図Ⅴ.3.(4) 処理結果の入れ替え』に示す。このとき、最終 30 台目の「製品型式 C」は、
「生産条件_4」の複合条件「X_全サンルーフ」に対し、先行する 28 台目の「X_全サンル
ーフ」との投入間隔が 1 台のため、必要条件の投入間隔 2 台を確保できず、「評価」欄の
「最低」値に示すように心理的価値が▲126（『図表Ⅴ.3.(3).②b 投入間隔台数と心理的価
値曲線』参照）となり評価を下げている。この場合、26 台目と 28 台目、29 台目と 30 台
目のそれぞれを入れ替えることによって、複合条件「X_全サンルーフ」の必要条件 2 台を
確保できるようになり、心理的価値評価の改善が見込める。 
実際に 26 台目の「製品型式 H」と 28 台目の「製品型式 I」を入れ替えると、30 台目の














との投入間隔が 3 台となり、十分条件の 4 台は満たせないものの必要条件の 2 台を満た
し、その心理的価値評価は+63 に改善した。その代わりに、入れ替わった 26 台目の「製品
型式 I」は、複合条件「X_全サンルーフ」の先行する 23 台目の「X_全サンルーフ」との投
入間隔が 2 台となり、必要条件の 2 台を満たすものの心理的価値評価を 0 に下げる結果と
なった。しかし、工程計画全体の心理的価値の合計評価点（リスト最終行の下に表示）は
+2674（平均 89.1）から+2763（平均 92.1）に改善させることができる。 
さらに、29 台目の「製品型式 H」と 30 台目の「製品型式 C」を入れ替えると、30 台目
の「製品型式 H」の生産条件「2_フィット」の先行する 28 台目の「2_フィット」との投
入間隔が 1 台となり、十分条件の 1 台を満たし、心理的価値評価を+100 に上げ改善した。
その代わりに、入れ替わった 29 台目の「製品型式 C」は、複合条件「X_全サンルーフ」



































































































































認められる工程計画終盤の 29 台目と 30 台目に対する入替え操作による改善を試みる。担
当者による入替え操作の一例として、まず 26 台目と 28 台目のフィットを入れ替える。さ



































































































































ツールを Microsoft Excel によりプロトタイプとして制作したものであった。 




も対応できる IT 人材がいない中小企業においては、特別な IT スキルを持たない一般（非
























                   （本学 大学院社会システム研究科 院生） 
















4) TPS（Toyota Production System：トヨタ生産方式）とは、7 つのムダ(作りすぎ、手
待ち、運搬、加工、在庫、動作、不良を作る)の削減、ジャストインタイム、自働化（異
常が発生したとき、生産設備が自動停止する）などを中心とするトヨタの製造手法。 
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